
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,300 円 3,428 円

3,396 円 3,552 円

3,396 円 3,573 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　10㎥まで1,715円
超過使用料　1㎥につき143円

（消費税別）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　10㎥まで1,715円
超過使用料　1㎥につき143円

（消費税別）

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料　10㎥まで1,715円
超過使用料　1㎥につき143円

（消費税別）

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

12.4

１０処理場

（無数原浄化センター・湯屋浄化センター・宮田水処理センター・奥田洞水処理センター・四美水処理センター・羽根水処理セ
ンター・金山北浄化センター・金山中央浄化センター・金山南浄化センター・金山西浄化センター）

無し

処 理 区 数

１０処理区

（無数原処理区・湯屋処理区・宮田処理区・奥田洞処理区・四美処理区・羽根処理区・金山北処理区・金山中央処理区・金山
南処理区・金山西処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

該当なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用（法適用　平成32年4月予定）

下呂市下水道事業経営戦略

平成6年度（12年）

下呂市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

　平成28年度に策定・公表しました、平成27年度決算数値に基づく「経営比較分析表」を添付しています。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を示す経営指針を活用し、本市の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経
営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数

　業務系の技術職員については、有資格者の高齢化や市の新規採用職員数の減尐、業務系職員数の削減などの要因により、
有資格者及び業務系職員の確保が難しくなってきており、今後の技術継承が問題となっています。
　上下水道部全体の人数は、平成16年の合併当時では24人であったところが、平成27年度では16人で部全体として8人減尐と
なっています。
　職員給与費の予算措置として農業集落排水事業会計で1名配置している状況です。

　下呂市上下水道部では、下水道事業（公共、特環、農集、小規模）とともに上水道事業及び簡易水道事業を経営しています。
平成29年度からは、市の組織再編により、これまでの上下水道部としての水道事業課と水道料金課の2課体制から、生活部とし
ての上下水道課の1課体制となります。

　地球温暖化防止策として、下水道汚泥のコンポスト化や土壌改良材としての活
用を継続していきます。

　未利用土地・施設の活用に要する投資に見合う収益が確保できるか不明なため
実施予定はありません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　現在の民間委託を継続しつつ、水道事業で実施予定の包括的民間委託の成果
を踏まえ、委託範囲の拡大を検討していく予定ですので、指定管理者制度につい
ては未検討です。

　現在の民間委託を継続しつつ、水道事業で実施予定の包括的民間委託の成果
を踏まえ、委託範囲の拡大を検討していく予定ですので、ＰＰＰ・ＰＦＩについては
未検討です。

 イ　指定管理者制度

　施設維持管理業務、消防施設保守点検業務、電気設備管理業務、水質検査業
務、脱水ケーキ収集運搬業務、汚泥成分検査業務、汚泥し渣運搬業務、沈砂処
理業務を民間業者に委託しています。現在の民間委託を継続しつつ、水道事業
で実施予定の包括的民間委託の成果を踏まえ、委託範囲の拡大を検討していく
予定です。

民 間 活 用 の 状 況
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　当市の下水道事業における汚水管渠整備はすでに完了しており整備率は１００％となっています。今後は既存資産の維持管理が中心となっていきますが、供用
開始後20年以上を経過する処理場に関しては機械・電気設備の更新に向けて順次最適整備構想を策定し、その計画に基づき整備を進めていきます。また、震災
時にも下水道施設崩壊などの被害が起きないよう、倒壊等により重大な影響を与える施設や下水処理に最低限必要な施設について、耐震診断・耐震化を早急に
はかる必要があります。
今後の人口減尐を受け、処理区間連携を検討する必要があります。

主な建設改良事業
　○　羽根水処理センターの設備更新を予定しています。（4か年計画　総事業費　246百万円）
　○　湯屋浄化センターの設備更新を予定しています。（1か年計画　総事業費　15百万円）

１　良好な水環境・生活環境の継続
良好な水資源・環境資源に恵まれた本市では、今後とも水環境や生活環境を良好に保っていくため、下水道を完備するとともに、適正な管理に努めていきます。こ
れまでの法規制に則った維持管理を継続しつつ、本格的な維持管理の到来に向けて計画的に維持管理を進めるものとし、維持管理状況の改善、計画的な改築・
更新を図っていきます。また、今後30年間に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率が比較的高いことから、防災、減災、業務継続性確保の3つの視点に基づく耐
震対策についても進めていきます。

２　将来需要を考慮した効率的な施設運営
本市の人口は減尐傾向が続いており、今後とも大幅な回復は望めない状況です。人口減尐の影響を受けて、下水道施設では施設能力に余裕が生じていることか
ら、将来需要を考慮しつつ処理区間連携等の効率的な施設運営を図っていきます。

３　経営視点に基づく収支改善への展開
下水道財政に対する課題対策のためには、下水道事業の収支改善は必須であることから、収支改善に向け収支両面から取り組みを実施していきます。更新費及
び維持管理費を削減させるためのコスト縮減、一般家庭や温泉旅館などの下水道接続率の向上といった施策を実施するとともに、下水道使用料の適正化につい
ても取り組んでいきます。また、これらの施策の実施の他、下水道財政の分析や経営計画の更新を適宜図り、経営視点に基づく健全な下水道事業の運営を目指し
ていきます。

４　地球温暖化防止策の推進
本事業では、社会的ニーズや投資効果を考慮して、地球温暖化防止や循環型社会形成に向けた対策について取り組んでいきます。

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　本事業における主な収益的収入は、営業収益の使用料収入、営業外収益の一般会計繰入金となっています。
　そのうち使用料については、今後の人口減尐は避けられないものと想定しているため、有収水量の減尐を見込み前年度対比で約1.5％の減収を見込んでいま
す。
　一般会計繰入金については、平成27年度現在、国が示す繰出基準に基づく繰り入れとなっていますが、平成28年度からはこれまで財源不足を補うために取崩を
行ってきた基金が底をつくため、一般会計からの繰り入れで財源不足を補う必要があります。
　そのため、今後は区域内の水洗化促進を優先課題と捉えつつ、平成32年4月に公営企業会計に移行するとともに下水道使用料体系の見直しを検討する必要が
あると考えています。また、公営企業会計移行後は、新たに生じる減価償却費相当分に関する繰入金や基準を超えた場合の繰入金の扱いについても、今後の使
用料改定と合わせて検討していく必要があります。

　投資以外の経費に関しては、水道事業において包括的民間委託を平成31年度から実施する見込みとなっています。下水道事業においても窓口業務等一部業
務については包括委託に含むことを予定しています。これにより委託料は増額となりますが、料金収納部門の職員給与費は削減できることとなります。

3



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

自然エネルギー活用の取り組みによる自給の推進を図るため、太陽光発電等の導入についても検討し
ます。

民間活力の活用による事業推進については、事業の公共性と効率性を考え今後の検討課題と考えて
います。

最適整備構想に基づく設備更新により、長期的な更新費用の平準化を図ります。

処理場の統廃合により効率的な運営を目指します。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
建設改良費にあたっては、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な起債の借り入れなど、適切な

財源確保に努めます。

下水道基金の残高及び運用益は微々たるものであり、下水道事業特別会計として今後基金への積み
立ては困難であると考えます。

平成32年4月に公営企業会計への移行を予定しており、減価償却費及び一般会計繰入金と併せ、使用
料体系の見直しを検討する必要があります。使用料の見直しに関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
水道事業の包括委託実施に伴い、窓口・収納部門における住民サービスの向上を図ります。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　この経営戦略については、毎年度進捗状況を管理するとともに、３～５年ごとに見直しを実施する必要があります。
　次回更新に関しては、公営企業会計への移行による減価償却費等の費用発生なども考慮し、公営企業会計への
移行の際に経営戦略の見直し、更新を行う予定です。その折には、投資計画の進捗状況も踏まえながら必要な料
金改定及び一般会計からの繰入金のあり方に関する具体的な方向性を明らかにすることが必要です。

職員給与費に関する事項 水道事業の包括委託実施に伴い、窓口・収納部門における職員人件費の削減を行います。

動力費に関する事項 電力自由化に伴う経費削減について検討していきます。

修繕費に関する事項 最適整備構想に基づく設備更新により、突発的な修繕費の発生を抑制します。

委託費に関する事項
水道事業の包括委託実施に伴い、統合が可能な業務について検討し、経費の削減、効率化に努めて

いきます。

その他の取組
水洗化促進、収納率向上など財源確保につながる経費について費用対効果を検証しつつ取り組んで

いきます。

薬品費に関する事項
従来から単価契約の実施などにより経費節減に取り組んでいますが、包括的民間委託等により、より削

減が可能か検討していきます。
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（法非適用企業） 下呂市農業集落排水事業　投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前年度

区 分 決 算

1 (A) 420,187 492,422 460,508 457,540 444,612 438,656 432,132 422,390 410,156 393,962 362,576 321,651

（１） (B) 111,464 108,693 108,515 107,262 105,879 104,478 103,060 101,677 100,276 98,875 97,475 96,013

ア 111,464 108,693 108,515 107,262 105,879 104,478 103,060 101,677 100,276 98,875 97,475 96,013

イ (C)

ウ

（２） 308,723 383,728 351,994 350,278 338,733 334,178 329,072 320,713 309,880 295,087 265,101 225,638

ア 304,337 383,615 351,972 349,331 337,852 331,784 329,057 320,698 309,331 293,988 261,753 222,028

イ 4,386 113 22 947 881 2,394 15 15 549 1,099 3,348 3,610

２ (D) 269,242 269,994 265,870 256,430 242,328 235,074 227,506 216,772 207,344 197,598 187,216 181,519

（１） 171,457 179,858 183,739 179,850 173,771 174,160 173,826 171,356 169,588 166,590 163,335 163,377

ア 6,307 6,357 6,603 6,422 5,352 5,352 5,352 5,352 5,352 5,352 5,352 5,352

イ 165,150 173,501 177,136 173,428 168,419 168,808 168,475 166,004 164,237 161,238 157,983 158,025

（２） 97,785 90,136 82,131 76,580 68,557 60,914 53,679 45,416 37,755 31,008 23,881 18,142

ア 97,785 90,136 82,131 76,580 68,557 60,914 53,679 45,416 37,755 31,008 23,881 18,142

23 164 164

イ

３ (E) 150,945 222,428 194,638 201,110 202,284 203,582 204,626 205,618 202,812 196,364 175,360 140,132

1 (F) 158,561 133,853 159,544 333,584 132,299 177,956 233,520 134,143 177,381 228,331 115,138 138,013

（１） 18,080 102,500 2,500 24,800 52,000 2,500 24,800 52,000 2,500 24,800

（２） 118,283 118,608 117,541 126,416 127,145 127,900 128,520 129,143 127,381 123,331 110,138 88,013

（３）

（４）

（５） 7,200 3,500 20,150 104,500 2,500 25,200 53,000 2,500 25,200 53,000 2,500 25,200

（６） 3,487 2,135 283 168 154 56

（７） 29,591 9,610 3,489

２ (G) 343,738 341,141 377,882 534,694 334,584 381,539 438,146 339,761 380,193 424,695 290,498 278,145

（１） 18,036 7,334 39,879 207,000 5,000 50,000 105,000 5,000 50,000 105,000 5,000 50,000

（２） (H) 325,702 333,807 338,003 327,694 329,584 331,539 333,146 334,761 330,193 319,695 285,498 228,145

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 185,177 △ 207,288 △ 218,338 △ 201,110 △ 202,285 △ 203,583 △ 204,626 △ 205,618 △ 202,812 △ 196,364 △ 175,360 △ 140,132

H37

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度
H28

H29 H30 H31 H32 H33

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

H34 H35 H36

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

H38
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（法非適用企業） 下呂市農業集落排水事業　投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前年度

区 分 決 算
H37

本年度
H28

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H38

(J) △ 34,232 15,139 △ 23,700

(K)

(L) 8,562 23,701

(M)

(N) △ 34,232 23,701

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 111,464 108,693 108,515 107,262 105,879 104,478 103,060 101,677 100,276 98,875 97,475 96,013

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 4,264,199 3,608,310 3,299,007 3,073,813 2,746,730 2,439,991 2,158,845 1,826,583 1,521,190 1,253,495 970,496 767,152

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度

区 分
決 算
見 込

304,337 383,615 351,972 349,331 337,852 331,784 329,057 320,698 309,331 293,988 261,753 222,028

304,337 305,172 302,429 277,858 270,995 264,553 258,306 251,035 240,568 227,372 199,241 158,274

78,443 49,543 71,473 66,857 67,231 70,751 69,663 68,763 66,616 62,512 63,754

118,283 118,608 117,541 126,416 127,145 127,900 128,520 129,143 127,381 123,331 110,138 88,013

118,283 118,608 117,541 126,416 127,145 127,900 128,520 129,143 127,381 123,331 110,138 88,013

422,620 502,223 469,513 475,747 464,997 459,684 457,577 449,841 436,712 417,319 371,891 310,041

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 70.6

赤 字 比 率 （ ×100 ）

76.6 76.3 76.2 76.7

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

81.6 76.3 78.3 77.7 77.4 77.1

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

H33 H34 H35 H36 H37

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度
H28

H29 H30 H31 H32

78.5

H38

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

人口減少などにより有収水量が減るとともに、
基金も枯渇したなかで、今後は老朽施設の更新
や耐震化に取り組まなければなりません。料金
改定を含む財源の確保の検討を進めるととも
に、処理場の統合を含めた効率的な投資、運営
を心がける必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

供用開始後12年を経過し、老朽化している施設
が多く、計画的な機器の更新の必要性が高まっ
ています。また不明水調査結果に基づく管渠の
改善も継続して行う必要があります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経費回収率は100%を下回っており、汚水処理に
かかる費用の一部を一般会計からの繰入金で補
てんしている状況となっています。類似団体と
同様に経費回収率及び施設利用率が低く、接続
率の向上が今後の健全経営への課題であると分
析します。
汚水処理原価も類似団体に比べて高くなってお
り、地理的要因等により効率性の低い経営状況
を表しています。
企業債残高は償還のピークを過ぎていることか
ら減少傾向にありますが、今後の更新投資の費
用の確保も困難となっており、これまで以上に
一般会計からの繰入で収入不足を補てんしなけ
ればならない状況です。
将来の見込みを踏まえた効率的な投資ととも
に、接続率の向上への取組が必要です。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 20.71 90.29 3,396 7,060 5.70 1,238.60 【】

40.36 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 34,351 851.21

経営比較分析表
岐阜県　下呂市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.11

平均値 0.03 0.04 0.03 0.02 0.01

66.00

66.50

67.00

67.50

68.00

68.50

69.00

69.50

70.00

70.50

71.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 70.69 70.06 67.89 69.41 70.63

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

①収益的収支比率(％) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 466.01 519.25 536.43 412.91 383.99

平均値 1,239.20 1,197.82 1,126.77 1,044.80 1,081.80

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 57.30 55.84 52.20 53.83 55.63

平均値 51.56 51.03 50.90 50.82 52.19

250.00

260.00

270.00

280.00

290.00

300.00

310.00

320.00

330.00

340.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 297.80 307.31 328.29 329.91 321.12

平均値 283.26 289.60 293.27 300.52 296.14

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

54.00

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 57.64 56.83 55.85 53.32 52.98

平均値 55.20 54.74 53.78 53.24 52.31

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 87.48 87.80 89.02 90.33 91.30

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,015.77】 

【84.50】 【52.74】 【289.81】 【52.78】 

    【0.03】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 
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